
平成23年3月期 決算短信〔日本基準〕（連結） 
平成23年5月13日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 株式会社 森組 上場取引所 大 

コード番号 1853 URL http://www.morigumi.co.jp/
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 村上 和朗

問合せ先責任者 （役職名） 理財部長 （氏名） 黒飛 勝之 TEL 06-6201-5898
定時株主総会開催予定日 平成23年6月24日 有価証券報告書提出予定日 平成23年6月24日

配当支払開始予定日 ―

決算補足説明資料作成の有無 ： 無

決算説明会開催の有無 ： 無

1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 31,962 10.1 444 △19.5 291 △29.1 469 23.2
22年3月期 29,040 △27.8 552 △14.5 411 △22.5 381 ―

（注）包括利益 23年3月期 496百万円 （38.8％） 22年3月期 357百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 14.34 ― 17.5 1.5 1.4
22年3月期 11.64 ― 16.9 1.9 1.9

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 19,814 2,936 14.8 89.63
22年3月期 19,214 2,440 12.7 74.47

（参考） 自己資本   23年3月期  2,936百万円 22年3月期  2,440百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 △92 △215 △238 3,774
22年3月期 3,440 △140 △1,633 4,321

2.  配当の状況 

（注）平成24年３月期の配当予想は個別配当予想となります。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―

23年3月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―

24年3月期(予想) ― ― ― 0.00 0.00 ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（注）連結子会社である大拓林業株式会社は、平成23年３月31日付で解散し、平成24年３月期第１四半期決算までに清算結了予定であり、これにより連結子会
社がなくなります。また、損益に与える影響が軽微であるため、平成24年３月期は個別決算のみとなります。従いまして、平成24年３月期の連結業績予想は作
成しておりません。 



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、添付資料15ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 32,800,000 株 22年3月期 32,800,000 株

② 期末自己株式数 23年3月期 36,485 株 22年3月期 34,689 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 32,764,530 株 22年3月期 32,765,949 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 31,961 10.1 444 △19.0 292 △28.6 471 21.8
22年3月期 29,030 △27.4 548 △14.2 410 △16.8 386 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 14.38 ―

22年3月期 11.80 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 19,814 2,937 14.8 89.65
22年3月期 19,214 2,439 12.7 74.45

（参考） 自己資本 23年3月期  2,937百万円 22年3月期  2,439百万円

2.  平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は
終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあったての注意事項等については、
添付資料２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 14,800 21.8 50 ― △10 ― △25 ― △0.76

通期 38,130 19.3 540 21.6 400 36.6 340 △27.8 10.38
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１．経営成績 

 

（１）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な外需や政府の景気刺激策により、ゆるやかに回復して

まいりましたが、円高の長期化、デフレの進行、原油価格の高騰や冷え込んだ雇用情勢等により、先行

きに不透明感を払拭できないまま推移し、また、東日本大震災の発生による影響は図り知れず、今後の

経済見通しは予断を許さない状況であります。 
建設業界におきましても、公共建設投資や民間設備投資は低調に推移しており、首都圏・近畿圏とも

に当連結会計年度末に向かうにつれ民間住宅契約率に回復傾向がみられましたものの、依然として受注

環境は非常に厳しいものとなりました。 
このような状況下、当社グループは、株式会社長谷工コーポレーション、阪急電鉄株式会社および当

社の３社による戦略的連携を基盤として、総力を挙げて量的受注増大から質的な充実、即ち利益率や生

産性の向上を目指し、案件やエリアの選択と集中、厳しい与信管理を含めたリスク管理の徹底、安全と

品質を軸とした現場力の強化などの堅実な戦略を継続的に実行し、経営基盤の強化施策を一層推進いた

しました。 
その結果、連結工事受注高は 27,786 百万円（前期比 6.3％減）となり、公共建設投資削減の影響もあ

り減少いたしました。この工種別内訳は、土木工事 31.8％、建築工事 68.2％の割合であり、また発注者

別内訳は、官公庁工事 23.0％、民間工事 77.0％の割合となりました。 

また、連結完成工事高は当期の工事受注高が減少したものの、当期首手持工事の出来高進捗率が高か

ったこと等により 31,334 百万円（前期比 10.4％増）となり、これに兼業事業売上高の 627 百万円を加

えた連結売上高は 31,962 百万円（前期比 10.1％増）となりました。 

しかしながら、売上高は増加したものの熾烈な受注競争から建築事業の利益率が低下し、連結経常利

益は 291 百万円（前期比 29.1％減）となりました。 

これに特別利益として受取契約精算金 117 百万円、貸倒引当金戻入益 66 百万円等を計上した結果、連

結当期純利益は 469 百万円（前期比 23.2％増）と２期連続の黒字を達成することができました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（建設事業） 建設事業においては、上記の状況の下、受注高 27,786 百万円（前期比 6.3％減）、売

上高 31,334 百万円（前期比 10.4％増）、営業利益 984 百万円（前期比 14.6％減）と

なりました。 

（不動産事業）不動産事業においては、売上高 80 万円（前期比 27.4％減）、営業利益 52 百万円（前

期比 41.7％増）となりました。 

（砕石事業） 砕石事業においては、売上高 546 百万円（前期比 1.9％増）、営業利益 25 百万円（前

年同期は 42 百万円の営業損失）となりました。 

 

②次期の見通し 

  建設業界の今後の見通しにつきましては、公共建設投資および民間設備投資ともに依然低調に推移す

るものと予想され、民間住宅分野が回復傾向にはあるものの、非常に厳しい受注環境が今後も続くもの

と予測されます。 
このような状況下、当社グループは、事業環境の変化やエリア戦略に対応する選択と集中を一層鮮明

にすることにより人的資源を有効に活用し、新会計システムの構築や内部統制の強化による経営の可視

化、リスク管理の徹底、コスト競争力の強化などの戦略を継続的に実行し、経営基盤の強化を更に推し

進めてまいります。 

  また、熾烈な競争に勝ち残る為に、独自の提案力、購買力、管理力、スピード、技術力とともに、品

質と安全性を高めることで、お客様から評価していただける事業モデルを構築してまいります。 

当社グループでは、事業本部毎に独立採算にて自立できる収益体質を目指しており、来期中に導入予

定の新会計システムにより、工事原価をリアルタイムに可視化し、分析・管理する体制を強化し、コス

ト力・ＶＥ等により、最終的には四半期毎の決算においても黒字となるよう、事業モデルの構築を推進

してまいります。 
また、全社および各業務における内部統制の徹底強化に努めると同時に、内部監査につきましても、

より一層の厳格化を図り、あらゆるリスクについて可能性を検討し、チェック機能を強化してまいりま

す。 
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  以上の施策により、平成 23 年度の業績を次の様に見通します。 

   【個別業績見通し】 

     受 注 高   ３４,９００百万円 

     売 上 高   ３８,１３０百万円 

     営 業 利 益      ５４０百万円 

     経 常 利 益      ４００百万円 

     当期純利益      ３４０百万円 

 

 

（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

総資産は、前年同期比599百万円増の19,814百万円となり、負債合計は前年同期比103百万円増の 

16,877百万円となりました。これにより純資産合計は前年同期比496百万円増の2,936百万円となりま

した。 

これにより、自己資本比率は前年同期比2.1ﾎﾟｲﾝﾄ増加し、14.8％となりました。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が 501 百万円（前年同期比 23.2％増

加）であり、長期未収入金の減少 449 百万円、仕入債務の増加 555 百万円等の増加要因があったものの、

売上債権の増加 839 百万円、貸倒引当金の減少額 399 百万円等の減少要因により△92 百万円（前年同期

は 3,440 百万円）となりました。 

 
投資活動によるキャッシュ・フロ－は、無形固定資産の取得による支出 188 百万円等の減少要因によ

り△215 百万円（前年同期は△140 百万円）となりました。 

 
財務活動によるキャッシュ・フロ－は、長期借入による収入 150 百万円、短期借入金純増額が 134 百

万円あった一方、長期借入金の返済による支出 492 百万円等の減少要因により△238 百万円（前年同期

は△1,633 百万円）となりました。 

 

以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末より546百万円

減少し、3,774百万円（前年同期比12.6％減少）となりました。 

 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

    当社は、企業体質の強化および将来の事業展開等を総合的に判断した上で、業績を勘案した健全な

配当を通じて、株主に利益還元することを基本方針としております。建設業界を取り巻く環境はます

ます厳しさを増しており、２期連続の黒字を達成するところまで収益基盤を強化出来ましたものの、

現在のところ利益配分するまでには至っておりません。今後も全社一丸となって収益基盤の強化を図

り、早期に配当が行えるように取り組んでまいります。 
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２．企業集団の状況 
 
 当社は、株式会社長谷工コーポレーションの関連会社であり、総合建設事業を営んでおります。 
 当企業集団は、当社、連結子会社１社及びその他の関係会社１社で構成され、その主な事業内容は、建

設事業、不動産事業、砕石事業であり、さらに各々に付帯する事業を行っております。 
 当企業集団の事業に係わる位置づけは次のとおりであります。 
 

当           社 建設事業、不動産事業並びに砕石事業を営んでいる。 

（連結子会社） 
大 拓 林 業 ㈱ 

当社不動産事業の協力。 

 （注）当連結会計年度において、平成 23 年３月 31 日付で大拓林業㈱は解散しております。 
また、平成 24 年３月期第１四半期決算までに清算結了予定であります。 

 
【事業系統図】                    
 

 

 

 

不動産の開発・売買

 
当 
 

社 

建 設 事 業

不 動 産 事 業

砕 石 事 業

工事施工 
不動産の開発・売買
砕石販売 工事施工

連結子会社 

大 拓 林 業 ㈱

不 動 産 事 業

（注） 

・平成23年３月31日付で解散 

・平成24年３月期第１四半期決算までに清算結了予定

 

取 引 先

その他の関係会社 

㈱ 長 谷 工 コ ー ポ レ ー シ ョ ン
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３．経営方針 

 
（１）会社の経営の基本方針 
   当社グループは、「最高の品質と最良のサービスでお客様の感動を」を経営理念として、どんな時代・

環境下においても、お客様の要望に的確にお応えし、そして喜んでいただける事を最大の喜びとし、こ

れらの行為を通じて社会に貢献できる企業を目指しております。 
また、外部環境の変動による影響を最小限に抑え、持続的発展が可能な姿にすべく、次代を見据えた

利益重視の経営を推進し、顧客、株主、取引先及び社員にとっての企業価値を最大にすることを経営の

基本方針としております。 
 
（２）目標とする経営指標 
   当社グループは、縮小均衡時代を迎えた事業環境の中で、持続的発展が可能な姿に早期に転換する必

要があると考えており、量的な事業活動から、質的な事業活動へいち早く軸足を移動し、確実に所定の

利益を確保する事を前提に指標を設定しております。 
また、定性目標である「小粒でもピカリと光る企業」としてスピード感や提案力で他社と差別化し、

さらに、内部統制を充実することであらゆるリスクを排除し、安定した収益を計上できる体制を確立さ

せ、株主価値を高めたいと考えております。 
 
（３）中長期的な会社の経営戦略 
   中近東地域における政変に端を発した国際金融市場を巡る不安定さ、異常気象や東日本大震災などの

影響、政権の不確実性などから、日本の金融、不動産並びに建設業界を取り巻く環境は、より不透明な

状況となることを想定して対処する必要があります。 
当社ではこのような状況下、株式会社長谷工コーポレーションとの施工・資材調達・人的交流などの

包括的業務提携契約を締結し、且つ、長年当社のバックボーンとなってきた阪急電鉄株式会社との事業

協力関係を継続することで、他社にない安定した建設事業の推進体制を堅持しております。今後は、事

業本部制の利点を活かし、営業段階から確実に利益を確保する体制を堅持しつつ、新会計システムの導

入により管理機能を強化し、経営の可視化を実現させ、高い収益性と競争優位性を実現できる戦略で取

り組んでまいります。 
 
（４）会社の対処すべき課題 
   当社グループは、現在の先行き不透明な事業環境は当面続くものと考えております。このような状況

下、いち早く環境の変化を見極め、コア事業である建設事業はもとより、不動産事業の拡大により、安

定した経営体質を構築するとともに、お客様への提案力、購買力、そして営業力を強化し、さらなる収

益力の強化に努めてまいります。 
また、内部統制システムをより有効に活用し、リスク管理を厳格化してまいります。 

㈱森組（1853）　平成23年３月期　決算短信

－5－



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 4,321 3,774

受取手形・完成工事未収入金等 9,707 10,546

未成工事支出金 90 102

たな卸不動産 555 554

商品及び製品 191 180

仕掛品 0 0

材料貯蔵品 115 102

その他 599 840

貸倒引当金 △174 △171

流動資産合計 15,406 15,931

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 1,048 1,048

機械、運搬具及び工具器具備品 1,986 1,888

土地 1,580 1,580

リース資産 101 135

減価償却累計額 △2,065 △2,042

有形固定資産合計 2,651 2,609

無形固定資産 144 326

投資その他の資産   

投資有価証券 355 384

長期貸付金 137 122

長期営業外未収入金 940 491

破産更生債権等 55 35

その他 454 442

貸倒引当金 △933 △528

投資その他の資産合計 1,011 947

固定資産合計 3,808 3,883

資産合計 19,214 19,814
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 7,422 7,977

短期借入金 6,854 6,646

リース債務 22 24

未成工事受入金 977 656

前受金 10 10

完成工事補償引当金 53 24

工事損失引当金 79 170

賞与引当金 62 53

その他 367 330

流動負債合計 15,850 15,893

固定負債   

長期借入金 75 75

リース債務 23 38

退職給付引当金 826 870

その他 － 0

固定負債合計 924 984

負債合計 16,774 16,877

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,640 1,640

資本剰余金 202 202

利益剰余金 624 1,094

自己株式 △3 △3

株主資本合計 2,463 2,933

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △23 3

その他の包括利益累計額合計 △23 3

純資産合計 2,440 2,936

負債純資産合計 19,214 19,814
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高   

完成工事高 28,393 31,334

不動産事業売上高 111 80

その他の事業売上高 536 546

売上高合計 29,040 31,962

売上原価   

完成工事原価 26,694 29,804

不動産事業売上原価 46 3

その他の事業売上原価 557 505

売上原価合計 27,298 30,314

売上総利益   

完成工事総利益 1,698 1,529

不動産事業総利益 64 77

その他の事業総利益又はその他の事業総損失
（△）

△20 40

売上総利益合計 1,742 1,647

販売費及び一般管理費 1,190 1,203

営業利益 552 444

営業外収益   

受取利息 10 6

受取配当金 0 4

保険配当金 5 6

受取事務手数料 9 4

雑収入 10 6

営業外収益合計 36 28

営業外費用   

支払利息 138 124

支払手数料 19 15

休止固定資産減価償却費 － 20

雑支出 19 21

営業外費用合計 176 181

経常利益 411 291

特別利益   

受取契約精算金 － 117

貸倒引当金戻入額 54 66

償却債権取立益 － 41

特別利益合計 54 224

特別損失   

前期損益修正損 19 15

特別契約損失 37 －

投資有価証券評価損 2 －

特別損失合計 59 15

税金等調整前当期純利益 406 501

法人税、住民税及び事業税 25 31

法人税等合計 25 31

少数株主損益調整前当期純利益 － 469

当期純利益 381 469
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（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 469

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － 26

その他の包括利益合計 － 26

包括利益 － 496

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 496

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,640 1,640

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,640 1,640

資本剰余金   

前期末残高 202 202

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 202 202

利益剰余金   

前期末残高 243 624

当期変動額   

当期純利益 381 469

当期変動額合計 381 469

当期末残高 624 1,094

自己株式   

前期末残高 △3 △3

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △3 △3

株主資本合計   

前期末残高 2,082 2,463

当期変動額   

当期純利益 381 469

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 381 469

当期末残高 2,463 2,933
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 0 △23

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23 26

当期変動額合計 △23 26

当期末残高 △23 3

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 0 △23

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23 26

当期変動額合計 △23 26

当期末残高 △23 3

純資産合計   

前期末残高 2,082 2,440

当期変動額   

当期純利益 381 469

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23 26

当期変動額合計 357 496

当期末残高 2,440 2,936
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 406 501

減価償却費 153 142

投資有価証券評価損益（△は益） 2 －

受取利息及び受取配当金 △10 △11

支払利息 138 124

貸倒引当金の増減額（△は減少） △786 △399

工事損失引当金の増減額（△は減少） △36 90

退職給付引当金の増減額（△は減少） △181 44

売上債権の増減額（△は増加） 3,437 △839

長期営業外未収入金の増減額（△は増加） 351 449

破産更生債権等の増減額（△は増加） 1,752 20

たな卸不動産の増減額（△は増加） 39 0

未成工事支出金の増減額（△は増加） 1,491 △12

未成工事受入金の増減額（△は減少） 18 △320

仕入債務の増減額（△は減少） △3,153 555

その他 △18 △285

小計 3,603 59

利息及び配当金の受取額 7 8

利息の支払額 △136 △127

法人税等の支払額 △34 △32

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,440 △92

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △2 △1

有形固定資産の取得による支出 △52 △43

有形固定資産の売却による収入 2 2

無形固定資産の取得による支出 △114 △188

長期貸付けによる支出 △15 △1

長期貸付金の回収による収入 40 17

投資活動によるキャッシュ・フロー △140 △215

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,088 134

長期借入れによる収入 200 150

長期借入金の返済による支出 △721 △492

リース債務の返済による支出 △23 △29

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,633 △238

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,666 △546

現金及び現金同等物の期首残高 2,654 4,321

現金及び現金同等物の期末残高 4,321 3,774
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（５）継続企業の前提に関する注記 

 

該当事項はありません。 

 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

  連結子会社 …… １社 

     会社名  大拓林業（株） 

     当連結会計年度において、連結子会社である大拓林業（株）は、平成23年３月31日付で解散し、 

平成24年３月期第１四半期決算までに清算結了する予定であります。 

  非連結子会社 … 無 

 

２．持分法の適用に関する事項 

  持分法適用非連結子会社 … 無 

  持分法適用関連会社 ……… 無 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社の決算日は、連結財務諸表提出会社と同一であります。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（イ）重要な資産の評価基準及び評価方法  

     有価証券 

  その他有価証券 ： 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定

しております） 

              時価のないもの 移動平均法による原価法 

デ リ バ テ ィ ブ ： 時価法 

未 成 工 事 支 出 金           ： 個別法による原価法 

た な 卸 不 動 産           ： 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法） 

材 料 貯 蔵 品 ： 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法） 

商 品 及 び 製 品 ： 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法） 

仕 掛 品 ： 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法） 
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  （ロ）重要な固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く）：定率法（但し、建物については定額法） 

無形固定資産（リース資産を除く）：定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における 

利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

リ ー ス 資 産：所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零として算出する方法によっております。 

  （ハ）重要な引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金           ： 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見 

込額を計上しております。 

完成工事補償引当金           ： 完成工事に対し予想される無償の補修費用の発生に備えるため、実績繰入率に

将来の補償見込額を加味して計上しております。 

工 事 損 失 引 当 金 ： 当連結会計年度末における手持工事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、そ

の金額を合理的に見積ることができる工事について、その損失見込額を計上し

ております。 

賞 与 引 当 金           ： 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上し 

             ております。 

退 職 給 付 引 当 金          ： 従業員の退職金支給に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及 

び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

            なお、会計基準変更時差異（1,643 百万円）については、15 年による按       

分額を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間の年数による定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。 

（ニ）重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

①当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法） 

     ②その他の工事 

       工事完成基準 

（ホ）重要なヘッジ会計の方法 

   ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法 ： 繰延ヘッジ処理を採用しております。但し、金利スワップの特例処理の 

                 適用条件を満たす金利スワップについては特例処理を採用しております。 

   ヘッジ手段とヘッジ対象 ： ヘッジ手段 金利キャップ、金利スワップ 

                 ヘッジ対象 借入金 

ヘ ッ ジ 方 針 ： 当社の社内規定に基づき、金利変動リスクをヘッジしております。 

ヘッジ有効性評価の方法 ： ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認することにより、有効性を評価し

ております。但し、特例処理によっている金利スワップについては有効性の

評価を省略しております。 
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（へ）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

     連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

（ト）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

①支払利息は原則として期間費用処理しておりますが、特定の大型長期開発事業に要した資金に対する正常な

開発期間の支払利息については、取得原価に算入しております。 

②消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。  

 

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

（会計方針の変更） 

 資産除去債務に関する会計基準等 

   当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号 平成 20 年３月 31 日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して 

おります。これによる影響はありません。 

 

（８）表示方法の変更 

 

（連結損益計算書） 

   当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

く「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成 21 年３月 24 日 内

閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。 

 

（９）追加情報 

 

   当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25 号 平成22 年６月30 日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の

金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等の合計」の金額を記載しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㈱森組（1853）　平成23年３月期　決算短信

－15－



（10）連結財務諸表に関する注記事項 

 

（連結貸借対照表関係） 

                                      （前連結会計年度）   （当連結会計年度） 

１．たな卸不動産の取得原価に算入した支払利息の額                 16 百万円     16 百万円 

     当連結会計年度は取得原価に算入すべき支払利息はありません。 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額                                            2,065 百万円  2,042 百万円 

 

３．担保に供している資産及び担保に係る債務 

  担保に供している資産                  たな卸不動産   102 百万円   102 百万円 

                              建物・構築物   778 百万円   758 百万円 

                              土    地   1,404 百万円  1,404 百万円 

                              投資有価証券    56 百万円     68 百万円 

担保に係る債務                       短期借入金      4,200 百万円  4,396 百万円 

                                                   長期借入金       150 百万円    － 百万円 

 

４．保証債務                                  － 百万円    60 百万円 

 

（連結損益計算書関係） 

                                      （前連結会計年度）   （当連結会計年度） 

１．工事進行基準による完成工事高                      20,240 百万円  27,927 百万円  

 

（連結包括利益計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

    親会社株主に係る包括利益           357百万円   

    少数株主に係る包括利益             －       

            計              357       

 

２．当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

    その他有価証券評価差額金           △23百万円 

 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

                                      （前連結会計年度）   （当連結会計年度） 

１．発行済株式の総数                                                        32,800,000 株  32,800,000 株 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                                      （前連結会計年度）   （当連結会計年度） 

   現金預金勘定                             4,321 百万円   3,774 百万円  

   預入期間が３ヶ月を超える定期預金                      － 百万円        － 百万円 

   現金及び現金同等物                           4,321 百万円     3,774 百万円 
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（セグメント情報等）

１．事業の種類別セグメント情報

　前連結会計年度（自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日） (単位：百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売    上    高

(1) 外部顧客に対する売上高 28,393 111 536 29,040 － 29,040

(2)
セグメント間の内部売上高
または振替高

－ － 25 25 (25) －

計 28,393 111 561 29,065 (25) 29,040

営　業　費　用 27,240 74 604 27,919 569 28,488

営業利益
または営業損失（△）

1,152 36 △ 42 1,146 (594) 552

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資          産 10,698 624 1,656 12,979 6,235 19,214

減 価 償 却 費 36 － 76 112 40 153

資 本 的 支 出 29 － 22 52 122 174

（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

　　　（１）事業区分の方法

　　　　　日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

　　　（２）各区分に属する主要な事業の内容

　　　　　建設事業･･･････････ 土木・建築その他建設工事全般に関する事業。

　　　　　不動産事業･････････ 不動産の開発・売買、交換及び賃貸並びにその代理、仲介。

　　　　　砕石事業･･･････････ 砕石、砕砂の製造販売他。

　　　２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（585百万円）の主なものは、

　　　　　提出会社本社の管理部門に係る費用であります。

　　　３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額（4,506百万円）の主なものは、提

　　　　　出会社での余資運用資金（現金預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資

　　　　　産等であります。

　　　４．会計処理方法の変更

　　　　前連結会計年度

　　　　（工事契約に関する会計基準）

２．所在地別セグメント情報及び海外売上高

　前連結会計年度（自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日）

　本邦以外の国又は地域に存在する連結子会社及び海外支店はありませんので、

所在地別セグメント情報及び海外売上高は記載しておりません。

消去又は
全　　社

連　結

　　　　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より
　　　　　「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に
　　　　　関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用して
　　　　　おります。
　　　　　　これにより、建設事業で売上高が696百万円、営業利益が34百万円それぞれ増加しておりま
　　　　　す。

建設事業 不動産事業 砕石事業 計
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【セグメント情報】
　１．報告セグメントの概要

　２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　　前連結会計年度（自 平成21年４月１日　至 平成22年３月31日）
(単位：百万円）

売    上    高

　外部顧客に対する売上高 28,393 111 536 29,040

－ － 25 25

計 28,393 111 561 29,065

1,152 36 △ 42 1,146

10,698 624 1,656 12,979

36 － 76 112

　　当連結会計年度（自 平成22年４月１日　至 平成23年３月31日）
(単位：百万円）

売    上    高

　外部顧客に対する売上高 31,334 80 546 31,962

－ － 22 22

計 31,334 80 569 31,984

984 52 25 1,062

11,508 616 1,639 13,764

35 － 66 101

22 52

48 84－

　セグメント資産

　　固定資産の増加額

　　有形固定資産及び無形

　　減価償却費

35

　その他の項目

　　当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、
　取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって
　いるものであります。
　　当社グループは、社内業績管理単位であるサービス別の事業本部を基礎とし、経済的特徴が類似
　している事業セグメントを集約した「建設事業」、「不動産事業」及び「砕石事業」を報告セグメ
　ントとしております。
　　「建設事業」は、土木・建築その他建設工事全般に関する事業を営んでおります。「不動産事業」
　は、不動産の開発・売買、交換及び賃貸並びにその代理、仲介を営んでおります。「砕石事業」は、
　砕石、砕砂等の製造販売を営んでおります。

建設事業 不動産事業 砕石事業 計

　　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要
　な事項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメント

報告セグメント

建設事業 不動産事業 砕石事業 計

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

　セグメント利益又は損失（△）

　セグメント資産

　その他の項目

　　減価償却費

　　有形固定資産及び無形
29 －

　　固定資産の増加額

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

　セグメント利益
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　４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容
　　　（差異調整に関する事項）

(単位：百万円）

　報告セグメント計

(単位：百万円）

　報告セグメント計

(単位：百万円）

　報告セグメント計

(単位：百万円）

112 101 40 40 153 142

前連結会計年度 当連結会計年度

△ 22

31,962

利益

29,040

前連結会計年度売上高

　セグメント間取引消去

29,065

△ 25

　連結財務諸表の売上高

12,979

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

1,146

当連結会計年度

31,984

1,062

　全社費用（注） △ 594 △ 617

　連結財務諸表の営業利益 552 444

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

13,764

　全社資産（注） 6,235 6,050

　連結財務諸表の資産合計 19,214 19,814

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社での余資運用資金及び本社
　　　建物であります。

その他の項目
前連結

会計年度
当連結

会計年度
前連結

会計年度
当連結

会計年度

報告セグメント計

　　固定資産の増加額

　　減価償却費

　　有形固定資産及び無形
52 174 285

（注）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、主にシステム関連の設備投資額であります。

調整額（注） 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

84 122 201
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（関連情報）

当連結会計年度（自 平成22年４月１日　至 平成23年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

　（１）売上高

　　　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　（２）有形固定資産

　　　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円）

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報）

当連結会計年度（自 平成22年４月１日　至 平成23年３月31日）

　該当事項はありません。

（報告セグメントごとののれんの償却及び未償却残高に関する情報）

当連結会計年度（自 平成22年４月１日　至 平成23年３月31日）

　該当事項はありません。

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報）

当連結会計年度（自 平成22年４月１日　至 平成23年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成22年４月１日　至 平成23年３月31日）

4,494

（追加情報）

　　当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成
　21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指
　針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。

　大阪府 3,634 　建設事業

10,466 　建設事業

　国土交通省 　建設事業

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

　㈱長谷工コーポレーション
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（関連当事者情報）

前連結会計年度（自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日）

1.関連当事者との取引

　（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等
(単位：百万円）

その他の関 東京都 57,500 建設事業、 被所有 工事の受注 工事の売上 5,914 完成工事 1,020

係会社 港区 不動産事業、 直接29.3%  (注2) 未収入金

受取手形 254
未収入金 83
その他 12
流動資産

共同施工 5,261 工事・砕石 1,076
工事原価 未払金

(注)１．上記金額のうち、取引金額は消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。

　  ２．工事の受注については、（株）長谷工コーポレーションより提示された価格と、市場の実勢価格を勘案して受注し

　　　　ております。

当連結会計年度（自 平成22年4月1日　至 平成23年3月31日）

1.関連当事者との取引

　（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等
(単位：百万円）

その他の関 東京都 57,500 建設事業、 被所有 工事の受注 工事の売上 10,466 完成工事 1,932

係会社 港区 不動産事業、 直接29.3% 等 (注2) 未収入金

受取手形 410
未収入金 26

共同施工 9,984 工事・砕石 1,609
工事原価 未払金

(注)１．上記金額のうち、取引金額は消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。

　  ２．工事の受注については、（株）長谷工コーポレーションより提示された価格と、市場の実勢価格を勘案して受注し

　　　　ております。

関連当事者
科 目

（株）長谷
工コーポ
レーション

工事の共同施工

エンジニアリ
ング事業

議決権等
所在地

会社等の
名称又は

氏名

（株）長谷
工コーポ
レーション

工事の共同施工

種類 所在地
資本金
又は出
資金

と の 関 係
事業の内容
又は職業

期末残高

種類

取引金額

エンジニアリ
ング事業

取引の内容
議決権等
の所有(被
所有)割合

資本金
又は出
資金

事業の内容
又は職業

会社等の
名称又は

氏名

期末残高の所有(被
と の 関 係

所有)割合

関連当事者
取引の内容 取引金額 科 目
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

２．退職給付債務に関する事項

（単位：百万円）

イ．退職給付債務 △ 2,126 △ 2,123

ロ．年金資産 792 871

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 1,333 △ 1,252

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 547 438

ホ．未認識数理計算上の差異 △ 37 △ 56

ヘ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △ 823 △ 870

ト．前払年金費用 2 -

チ．退職給付引当金（ヘ－ト） △ 826 △ 870

３．退職給付費用に関する事項

（単位：百万円）

イ．勤務費用 169 170

ロ．利息費用 42 41

ハ．期待運用収益 △ 8 △ 19

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 109 109

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 61 55

ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 373 356

（注）１．総合設立型の厚生年金基金については、年金基金への要拠出額を退職給付費用と

　　　　　して処理しており、「イ．勤務費用」に含めております。

至 平成23年3月31日至 平成22年3月31日

当連結会計年度前連結会計年度

自 平成22年4月 1日自 平成21年4月 1日

(平成23年3月31日)(平成22年3月31日)

（注）１.「ロ．年金資産」には総合設立厚生年金基金である「全国建設厚生年金基金」の
　　　　　年金資産額（給与総額比）は含めておりません。
　　　　　　前連結会計年度　1,241百万円
            当連結会計年度　1,593百万円
　　　２.連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けている
ほか、総合設立の厚生年金基金制度に加入しております。また、従業員の退職に際し
て割増退職金を支払う場合があります。

・要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項
　(1)制度全体の積立状況に関する事項（平成22年３月31日現在）
　　　年金資産の額　　　　　　　　　201,672百万円
　　　年金財政計算上の給付債務の額　221,341百万円
　　　差引額　　　　　　　　　　　 △19,669百万円

　(2)制度全体に占める当社グループの拠出割合（平成22年３月31日現在）
　　　0.79％

　(3)上記(1)の差引額の内訳は、年金財政計算上の過去勤務債務残高(8,703百万円）、
　　 資産評価調整額(13,216百万円)、繰越不足金（41,952百万円）及び当年度剰余金
　　 （44,202百万円）であります。
     本制度における過去勤務債務の償却方法は、期間10年の元利均等償却であり、当社
　　 グループは、当期の連結財務諸表上、特別掛金14百万円を費用処理しております。
　　 なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致いたしません。

当連結会計年度前連結会計年度

㈱森組（1853）　平成23年３月期　決算短信

－23－



４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

ロ．割引率 ２.０％ ２.０％

ハ．期待運用収益率 ２.５％ ２.５％

ニ．数理計算上の差異の処理年数 １０年 １１年

ホ．会計基準変更時差異の処理年数 １５年 １５年

（発生時の従業員の
平均残存勤務期間の
年数による定額法に
より、翌連結会計年
度から費用処理する
こととしておりま
す。）

（発生時の従業員の
平均残存勤務期間の
年数による定額法に
より、翌連結会計年
度から費用処理する
こととしておりま
す。）

自 平成22年4月 1日自 平成21年4月 1日

至 平成23年3月31日至 平成22年3月31日

当連結会計年度前連結会計年度
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（１株当たり情報） 

 

                                     （前連結会計年度）         （当連結会計年度）          

１株当たり純資産額                             74.47 円          89.63 円    

１株当たり当期純利益                          11.64 円          14.34 円     

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

（注）算定上の基礎は、以下の通りであります。 

１．１株当たり純資産額                     （前連結会計年度）         （当連結会計年度） 

純資産の部の合計額                       2,440 百万円       2,936 百万円    

純資産の部の合計額から控除する金額                － 百万円         － 百万円    

（うち少数株主持分）                               (－)百万円         (－)百万円    

普通株式に係る期末の純資産額                  2,440 百万円       2,936 百万円    

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数  32,765 千株         32,763 千株    

 

２．１株当たり当期純利益                    （前連結会計年度）         （当連結会計年度） 

当期純利益                                381 百万円         469 百万円    

普通株主に帰属しない金額                       － 百万円         － 百万円    

普通株式に係る当期純利益                   381 百万円        469 百万円    

期中平均株式数                         32,765 千株         32,764 千株    

 

 

（重要な後発事象） 

 

  該当事項はありません。 

 

 

（開示の省略） 

 

  上記以外の注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略し

ております。 
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（11）受注及び売上の状況

 ①受注工事高

（単位：百万円）

     　          期    別 前連結会計年度 当連結会計年度

自 平成21年 4月 1日 自 平成22年 4月 1日

   事業区分 至 平成22年 3月31日 至 平成23年 3月31日

 建設事業受注高

     （土木工事受注高） 　 13,100 　 8,849 △ 4,250  △ 32.4

     （建築工事受注高） 　 16,541 　 18,937 　 2,395 　 14.5

合  　  計　 　 29,642 　 27,786 △ 1,855  △ 6.3

 ②売上の状況

（単位：百万円）

     　          期    別 前連結会計年度 当連結会計年度

自 平成21年 4月 1日 自 平成22年 4月 1日

   事業区分 至 平成22年 3月31日 至 平成23年 3月31日

 建設事業売上高

     （土木完成工事高） 　 13,123 　 13,865 　 742 　 5.7

     （建築完成工事高） 　 15,269 　 17,469 　 2,199 　 14.4

小    計　 　 28,393 　 31,334 　 2,941 　 10.4

 不動産事業売上高 　 111 　 80 △ 30  △ 27.4

 砕石事業売上高 536 546 　 10 　 1.9

合  　  計　 　 29,040 　 31,962 　 2,921 　 10.1

比 較 増 減
増 減 率
（％）

比 較 増 減
増 減 率
（％）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 4,319 3,773

受取手形 600 468

完成工事未収入金 9,003 9,937

売掛金 103 140

未成工事支出金 90 102

商品及び製品 191 180

販売用不動産 59 72

不動産事業支出金 482 482

仕掛品 0 0

材料貯蔵品 115 102

短期貸付金 7 －

前払費用 36 51

未収入金 458 565

未収消費税等 － 187

差入保証金 63 24

その他 33 11

貸倒引当金 △174 △171

流動資産合計 15,392 15,929

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,048 1,048

減価償却累計額 △217 △240

建物（純額） 831 808

機械及び装置 1,626 1,532

減価償却累計額 △1,483 △1,431

機械及び装置（純額） 142 101

車両運搬具 39 41

減価償却累計額 △29 △34

車両運搬具（純額） 9 7

工具器具・備品 321 313

減価償却累計額 △270 △258

工具器具・備品（純額） 50 55

土地 1,580 1,580

リース資産 101 135

減価償却累計額 △64 △78

リース資産（純額） 37 56

有形固定資産合計 2,651 2,609

無形固定資産   

電話加入権 19 19

施設利用権 0 0

ソフトウエア 4 4

リース資産 8 6

ソフトウエア仮勘定 111 296

無形固定資産合計 144 326
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 355 384

関係会社株式 0 0

出資金 1 0

長期貸付金 15 15

従業員に対する長期貸付金 122 106

長期営業外未収入金 1,139 678

差入保証金 371 366

破産更生債権等 55 35

長期前払費用 2 1

その他 79 74

貸倒引当金 △1,118 △713

投資その他の資産合計 1,025 948

固定資産合計 3,822 3,885

資産合計 19,214 19,814

負債の部   

流動負債   

支払手形 2,044 2,208

工事・砕石未払金 5,377 5,768

短期借入金 6,362 6,496

1年内返済予定の長期借入金 492 150

リース債務 22 24

未払金 146 122

未払費用 26 25

未払法人税等 40 45

未払消費税等 56 －

未払事業所税 3 3

未成工事受入金 977 656

前受金 10 10

預り金 28 29

完成工事補償引当金 53 24

工事損失引当金 79 170

賞与引当金 62 53

固定資産購入のための支払手形 5 13

その他 59 90

流動負債合計 15,849 15,893

固定負債   

長期借入金 75 75

リース債務 23 38

退職給付引当金 826 870

その他 － 0

固定負債合計 924 984

負債合計 16,774 16,877
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,640 1,640

資本剰余金   

その他資本剰余金 202 202

資本剰余金合計 202 202

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 623 1,094

利益剰余金合計 623 1,094

自己株式 △3 △3

株主資本合計 2,462 2,933

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △23 3

評価・換算差額等合計 △23 3

純資産合計 2,439 2,937

負債純資産合計 19,214 19,814
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高   

完成工事高 28,393 31,334

砕石事業売上高 536 546

不動産事業売上高 101 80

売上高合計 29,030 31,961

売上原価   

完成工事原価 26,694 29,804

砕石事業売上原価   

製品期首たな卸高 157 191

当期製品製造原価 591 494

合計 749 685

製品期末たな卸高 191 180

差引売上原価 557 505

不動産事業売上原価 41 3

売上原価合計 27,293 30,314

売上総利益   

完成工事総利益 1,698 1,529

砕石事業総利益又は砕石事業総損失（△） △20 40

不動産事業総利益 60 76

売上総利益合計 1,737 1,647

販売費及び一般管理費   

役員報酬 94 102

従業員給料手当 471 457

賞与引当金繰入額 14 11

退職給付費用 66 50

法定福利費 64 75

福利厚生費 19 18

旅費交通費及び通信費 44 41

動力用水光熱費 10 11

事務用品費 36 32

調査研究費 28 26

広告宣伝費 2 3

貸倒引当金繰入額 － 5

貸倒損失 － 3

交際費 15 21

寄付金 0 2

地代家賃 91 87

減価償却費 39 38

修繕維持費 45 41

租税公課 19 33

事業所税 3 3

保険料 1 1

支払手数料 91 95

諸会費 9 17

雑費 17 17

販売費及び一般管理費合計 1,189 1,203

営業利益 548 444
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 9 6

有価証券利息 0 0

受取配当金 0 4

保険配当金 5 6

業務受託手数料 3 －

受取事務手数料 9 4

雑収入 10 6

営業外収益合計 38 28

営業外費用   

支払利息 138 124

支払手数料 19 15

休止固定資産減価償却費 － 20

雑支出 19 20

営業外費用合計 176 180

経常利益 410 292

特別利益   

受取契約精算金 － 117

貸倒引当金戻入額 53 66

償却債権取立益 － 41

関係会社事業損失引当金戻入額 6 －

特別利益合計 60 224

特別損失   

前期損益修正損 19 15

特別契約損失 37 －

投資有価証券評価損 2 －

特別損失合計 59 15

税引前当期純利益 411 502

法人税、住民税及び事業税 25 31

当期純利益 386 471
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,640 1,640

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,640 1,640

資本剰余金   

その他資本剰余金   

前期末残高 202 202

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 202 202

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 236 623

当期変動額   

当期純利益 386 471

当期変動額合計 386 471

当期末残高 623 1,094

自己株式   

前期末残高 △3 △3

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △3 △3

株主資本合計   

前期末残高 2,076 2,462

当期変動額   

当期純利益 386 471

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 386 471

当期末残高 2,462 2,933
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 0 △23

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23 26

当期変動額合計 △23 26

当期末残高 △23 3

評価・換算差額等合計   

前期末残高 0 △23

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23 26

当期変動額合計 △23 26

当期末残高 △23 3

純資産合計   

前期末残高 2,076 2,439

当期変動額   

当期純利益 386 471

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23 26

当期変動額合計 362 497

当期末残高 2,439 2,937
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（４）継続企業の前提に関する注記

　　該当事項はありません。
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６．その他

（１）受注高・完成工事高及び繰越工事高

  　　　　（単位：百万円）

  

        期　　別   

比較増減

項　　目 構成比 構成比  

 (％)  (％)

官公庁 10,756 36.3 6,314 22.7 △ 4,442 △ 41.3

2,343 7.9 2,535 9.1 　 191 　 8.2

計 13,100 44.2 8,849 31.8 △ 4,250 △ 32.4

官公庁 2,969 10.0 66 0.3 △ 2,902 △ 97.8

13,572 45.8 18,870 67.9 　 5,298 　 39.0

計 16,541 55.8 18,937 68.2 　 2,395 　 14.5

 官公庁 13,725 46.3 6,380 23.0 △ 7,345 △ 53.5

15,916 53.7 21,406 77.0 　 5,489 　 34.5

計 29,642 100 27,786 100 △ 1,855 △ 6.3

官公庁 10,169 35.8 10,991 35.1 　 822 　 8.1

2,953 10.4 2,873 9.1 △ 80 △ 2.7

計 13,123 46.2 13,865 44.2 　 742 　 5.7

官公庁 702 2.5 1,188 3.8 　 485 　 69.1

14,567 51.3 16,280 52.0 　 1,713 　 11.8

計 15,269 53.8 17,469 55.8 　 2,199 　 14.4

 官公庁 10,872 38.3 12,180 38.9 　 1,308 　 12.0

17,520 61.7 19,154 61.1 　 1,633 　 9.3

計 28,393 100 31,334 100 　 2,941 　 10.4

 官公庁 18,384 45.4 13,706 37.1 △ 4,677 △ 25.4

7,607 18.8 7,269 19.7 △ 338 △ 4.4

計 25,992 64.2 20,976 56.8 △ 5,015 △ 19.3

官公庁 2,437 6.1 1,315 3.6 △ 1,122 △ 46.0

12,028 29.7 14,617 39.6 　 2,589 　 21.5

計 14,465 35.8 15,933 43.2 　 1,467 　 10.1

官公庁 20,821 51.5 15,022 40.7 △ 5,799 △ 27.9

19,635 48.5 21,887 59.3 　 2,251 　 11.5

 計 40,457 100 36,909 100 △ 3,547 △ 8.8

計

計

土木

建築

土木

受
 
　
　
注
　
 
　
高

完
　
成
　
工
　
事
　
高

繰
　
越
　
工
　
事
　
高

民間

民間

民間

民間

建築

土木

建築

金    額

民間

民間

民間

民間

民間

増減率

(％)

計

当　事　業　年　度

自  平成22年 4月 1日

至　平成23年 3月31日

前　事　業　年　度

自  平成21年 4月 1日

至　平成22年 3月31日

金    額
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